
 平成 2８年度 

春日市民図書館 

図書館要覧 























































 ２７ 

(図書館協議会) 

第 11 条 法第 14 条の規定により、春日市図書館

協議会(以下「協議会」という。)を置く。  

2 協議会の委員(以下「委員」という。)の定数は、

10 人以内とする。  

3 委員の任期は、2年とし、再任を妨げない。た

だし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間と

する。  

4 委員は、次に掲げる者のうちから、教育委員会

が任命する。  

(1) 学校教育の関係者  

(2) 社会教育の関係者  

(3) 家庭教育の向上に資する活動を行う者  

(4) 学識経験のある者  

(5) その他教育委員会が必要と認める者  

5 前各項に定めるもののほか、協議会に関し必要

な事項は、教育委員会規則で定める。  

第 4 章 雑則  

(利用の制限) 

第 12 条 市長又は教育委員会は、次の各号のいず

れかに該当する者に対し、文化センターへの入

場を拒み、又は退場を命ずることができる。  

(1) 公の秩序を乱し、善良な風俗を害するおそれ

があると認められる者  

(2) 他人に危害を及ぼし、若しくは他人に迷惑を

かけるおそれのある物品又は動物類を携行す

る者  

(3) 職員の指示に従わない者  

(4) その他管理運営上支障があると認められる

者 

(損害賠償) 

第 13 条 使用者その他の利用者が、その責めに帰

すべき事由により文化センターの施設又は附

属設備を破損し、又は滅失させたときは、これ

を原状に復し、又はその損害を賠償しなければ

ならない。  

(委任) 

第 14 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規

則で定める。ただし、市民図書館に係るものに

あっては、教育委員会規則で定める。  

 

附 則 抄 

 この条例は、平成 7年 4月 1日から施行する。

ただし、第 14条の規定は、公布の日から施行

する。 

附 則(平成 6年 12 月 20 日条例第 25 号) 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の春

日市ふれあい文化センター設置条例第 14 条の

規定は、平成 6年 11 月 1日から適用する。 

附 則(平成 8年 12 月 24 日条例第 21 号) 抄 

 この条例は、平成 9年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 10年 3月 25 日条例第 7号) 

この条例は、平成 10年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 13年 9月 21 日条例第 22 号) 抄 

 この条例は、平成13年11月1日から施行する。 

附 則(平成 17年 9月 22 日条例第 14 号) 

この条例は、平成 18年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 20年 9月 17 日条例第 38 号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 22年 12 月 17 日条例第 31号) 抄 

 この条例は、平成 23年 2月 1 日から施行する。

ただし、次項の規定は、平成 23 年 1 月 5 日か

ら施行する。 

附 則(平成 23年 3月 25 日条例第 11 号) 抄 

 この条例は、平成 23年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 23年 12 月 20 日条例第 35号) 抄 

 この条例は、平成 24年 4 月１日から施行する。 

附 則(平成 24年 3月 27 日条例第 6号) 

この条例は、平成 24年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 25年 12 月 17 日条例第 40号) 抄 

 この条例は、平成 26年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 28年 3月 25 日条例第 15 号) 抄 

 この条例は、平成 28年 4月 1 日から施行する。 
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(２)春日市民図書館管理運営規則 

(平成 22年 1月 28 日教委規則第 1号) 

(趣旨) 

第 1 条 この規則は、春日市ふれあい文化センタ

ー設置条例(平成 6年条例第 15号)第 14 条の規

定に基づき、市民図書館(以下「図書館」という。)

の管理運営に関して、必要な事項を定めるもの

とする。 

(休館日及び開館時間) 

第 2 条 図書館の休館日及び開館時間は、次の表

に定めるとおりとする。 

休館日 開館時間 

(1) 毎週月曜日(その日が休日

に当たるときは除く。) 

(2) 12 月 28 日から翌年 1月 4

日まで 

(3) 館内整理日(毎月最終木曜

日。ただし、その日が休日に当

たるときはその翌日) 

(4) 特別整理期間(毎年 15 日

以内で教育委員会(以下「委員

会」という。)が定める期間) 

午前 10 時から

午後 6時まで

(金曜日及び土

曜日は、午前 10

時から午後8時

まで) 

  備考 「休日」とは、国民の祝日に関する法律

(昭和23年法律第178号)に規定する休日

をいう。 

2 委員会は、特に必要があると認めるときは、休

館日若しくは開館時間を変更し、又は臨時に休

館日を指定することができる。 

(利用者の遵守事項) 

第 3 条 図書館を利用するもの(以下「利用者」と

いう。)は、次に掲げる事項を遵守しなければな

らない。 

(1) 所定の場所以外へ立ち入らないこと。 

(2) 施設又は設備若しくは図書館資料(以下「資

料」という。)を破損し、又は汚損するおそれの

ある行為をしないこと。 

(3) 騒音又は大声を発する等他人に迷惑を及ぼ

す行為をしないこと。 

(4) 飲食し、火気を使用し、又は喫煙をしないこ

と。 

(5) 委員会の承認を受けないで広告類を掲示し、

若しくは配布し、又は物品の展示その他これら

に類する行為をしないこと。 

(6) その他職員の指示に従うこと。 

 

(職員) 

第4条 図書館に館長その他の必要な職員を置く。 

(勤務時間等) 

第 5 条 前条の職員の勤務時間は、休憩時間を除

き 1日につき 7時間 45分、4週間を超えない期

間につき 1週間当たり 38時間 45 分となるよう

割り振るものとする。 

2 前項の規定により勤務時間が割り振られた日

における始業の時刻及び終業の時刻並びに休憩

時間は、次の表に定めるとおりとする。 

勤務

区分 

勤務時間 

休憩時間 始業の

時刻 

終業の

時刻 

A 午前 8

時 30 分 

午後 5

時 

午前 11 時から午後 1時

までの間において 45 分 

B 午前 10

時 

午後 6

時 30 分 

正午から午後2時までの

間において 45分 

C 正午 午後 8

時 30 分 

午後2時から午後4時ま

での間において 45分 

3 委員会は、特に必要があると認めるときは、前

2項の規定にかかわらず、勤務時間の割振り等

を別に定めることができる。 

4 委員会は、前 3項の規定に基づき勤務時間の割

振り等を定めたときは、あらかじめ職員に周知

するものとする。業務の都合により、変更の必

要が生じた場合も、また同様とする。 

(館内利用) 

第 6 条 利用者は、資料及び備品(以下「資料等」

と総称する。)を館内の所定の場所で自由に利用

することができる。ただし、委員会が利用を不

適当と認める資料等については、この限りでな

い。 

2 利用者は、資料のうち開架されていないもの及

び備品を利用する場合は、職員にその旨を申し

出なければならない。 

(館外利用) 

第 7 条 資料等のうち次の各号に掲げる区分に応

じ当該各号に掲げるものは、貸出しにより館外

において利用することができる。 

(1) 個人 図書資料及び視聴覚資料 

(2) 団体 図書資料(雑誌を除く。)及びその他の

資料並びに備品 

2 前項の規定にかかわらず、委員会は、館外での 
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利用を不適当と認めた資料等については、貸出

しを行わないものとする。 

(館外利用をすることができるものの範囲) 

第 8 条 前条第 1項の規定による資料等の館外で

の利用(以下「館外利用」という。)をすること

ができる個人は、次の各号のいずれにも該当す

る者とする。 

(1) 次のいずれかに該当する者で第 10条第 2項

に規定する個人登録を現に受けているもの 

ア 春日市に住所を有する者 

イ 春日市に通勤通学する者 

ウ 図書館の施設の相互利用に関する協定を締結

した市町の住民 

エ その他委員会が特に必要があると認める者 

(2) 次のいずれにも該当しない者 

ア 資料の貸出しを受けている者で、当該資料に

つき次条に規定する館外利用の期間が満了する

日(以下「返却期限」という。)から 10 日を経過

してもなお当該資料を返却していないもの 

イ 貸出しを受けた資料を返却期限から10日を経

過した日以後に返却した者で、当該返却をした

日を経過しないもの 

ウ 第20条第2項の規定により館外利用を停止さ

れている者 

2 館外利用をすることができる団体は、次の各号

のいずれにも該当する団体とする。 

(1) 次のいずれかに該当する団体で第 14 条第 2

項に規定する団体登録を現に受けているもの 

ア 次に掲げる要件のいずれにも該当する団体で

委員会が適当と認めるもの 

(ア) 教育又は生涯学習の振興を図ることを目的

とする団体であること。 

(イ) 営利を目的とする活動を行う団体でないこ

と。 

(ウ) 主として市内で活動する団体で、市内に事

務を行う場所を有し、原則として構成員が 5人

以上のものであること。 

(エ) 館外利用に継続性があり、当該館外利用に

より、団体の活動上の効果が見込まれ、かつ、

市民の読書活動の促進に寄与すると認められる

団体であること。 

イ その他委員会が特に必要があると認める団体 

 

(2) 次のいずれにも該当しない団体 

ア 資料等の貸出しを受けている団体で、その返

却期限から 10日を経過してもなお当該資料等 

を返却していないもの 

イ 貸出しを受けた資料等を返却期限から10日を

経過した日以後に返却した団体で、当該返却を

した日を経過しないもの 

ウ 第20条第2項の規定により館外利用を停止さ

れている団体 

(館外で利用できる資料等の数及び期間) 

第 9 条 第 7 条第 1項の規定により館外で利用す

ることができる資料等の数(以下「貸出数」とい

う。)及び期間(以下「貸出期間」という。)は、

次の表に定めるとおりとする。 

区分 個人 団体 

図書資料 貸出数 10 冊 100 冊 

貸出期間 15 日 30 日 

視聴覚 

資料 

貸出数 3 点 ― 

貸出期間 15 日 ― 

その他の

資料 

貸出数 ― 3 点 

貸出期間 ― 8 日 

備品 
貸出数 ― 

委員会が必要

と認める点数 

貸出期間 ― 8 日 

2 貸出期間は、資料等の貸出しを受けた日から起

算するものとする。 

3 個人の貸出期間は、当該期間内に申出をするこ

とにより、1回に限り延長することができる。

ただし、第 22条の規定により予約された資料及

び第 23 条の規定により相互貸借で借り受けた

資料については、延長することができない。 

4 前項の規定による延長の期間は、同項の申出を

した日から起算して 15日とする。 

5 前各項の規定にかかわらず、委員会が必要と認

めるときは、貸出数又は貸出期間を変更するこ

とができる。 

(個人の館外利用の登録等) 

第 10 条 館外利用をしようとする個人は、あらか

じめ委員会に対し、運転免許証、健康保険の被

保険者証、学生証その他の本人であることを確

認することができる物(以下この項において「証

明書」という。)を提示の上、春日市民図書館個

人登録申請書(様式第 1号。以下「個人登録申請 
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書」という。)を提出し、個人の館外利用の登録 

(以下「個人登録」という。)を申請しなければ

ならない。この場合において、第 8条第 1項第

1号イに該当する者(同条第 1項第 1号アに該当

する者を除く。)は、その該当する事実を確認す

ることができる物を証明書に併せて提示しなけ

ればならない。 

2 委員会は、前項の規定による申請があったとき

は、その内容を審査し、第 8条第 1項第 1号ア

からエまでに掲げる者に該当すると認めるとき

は、個人登録を行うとともに、春日市民図書館

利用カード(以下「利用カード」という。)を交

付しなければならない。 

3 委員会は、前項の規定による審査の結果、個人

登録をしないこととしたときは、その理由を付

した書面により当該申請をした者に通知しなけ

ればならない。 

4 個人登録の期間は、5年間とし、個人登録を受

けた者(以下「登録者」という。)が館外利用を

した時点で更新されるものとする。 

5 登録者は、個人登録の期間中において自ら個人

登録を廃止しようとするときは、その旨を委員

会に申し出なければならない。 

6 委員会は、前項の規定による申出があったとき、

又は登録者が第 8条第 1項第 1号アからエまで

に掲げる者のいずれにも該当しないことが判明

したときは、速やかに当該登録者に係る個人登

録を廃止しなければならない。 

(利用カードの有効期間等) 

第 11 条 利用カードの有効期間は、3年間とする。 

2 利用カードの有効期間を経過した登録者は、個

人登録の期間中に限り、当該利用カードの有効

期間を更新することができるものとする。 

3 登録者は、前項の規定により利用カードの有効

期間を更新しようとするときは、前条第 1項の

規定に準じて個人登録申請書を委員会に提出す

るものとする。 

4 前項の場合において、委員会は、登録者のうち

第 8条第 1項第 1号アに掲げる者から利用カー

ドの提示があり、かつ、公簿等によりその住所

等が確認できるときは、当該登録者に係る個人

登録申請書の提出を省略することができる。 

 

(利用カードの紛失等) 

第 12 条 登録者は、有効期間を経過していない利

用カードを紛失し、又は汚損したときは、速や

かに委員会に届け出なければならない。 

2 紛失又は汚損により利用カードの再交付を受

けようとする登録者は、第 10条第 1項の規定に

準じて個人登録申請書を委員会に提出しなけれ

ばならない。 

3 前項の規定により利用カードの再交付を受け

る登録者は、当該利用カードの実費を支払わな

ければならない。ただし、消耗等による場合は、

この限りでない。 

(登録者の遵守事項) 

第 13 条 登録者は、次に掲げる事項を遵守しなけ

ればならない。 

(1) 館外利用をする資料を善良な管理者の注意

をもって管理すること。 

(2) 館外利用をする資料を他人に貸与しないこ

と。 

(3) 第 21 条の規定により代理による手続を行う

場合を除くほか、利用カードを他人に譲渡し、

又は貸与しないこと。 

(4) その他館外利用に関する委員会の指示に従

うこと。 

(団体の館外利用の登録等) 

第 14 条 館外利用をしようとする団体は、あらか

じめ委員会に対し、春日市民図書館団体登録申

請書(様式第 2号。以下「団体登録申請書」とい

う。)に団体の構成員の名簿、団体の活動状況、

当該年度の団体の活動計画その他委員会が必要

と認める書類を添えて委員会に提出し、団体の

館外利用の登録(以下「団体登録」という。)を

申請しなければならない。 

2 委員会は、前項の規定による申請があったとき

は、その内容を審査し、第 8条第 2項第 1号ア

又はイに掲げる団体に該当すると認めるときは、

団体登録を行うとともに、春日市民図書館団体

登録決定通知書(様式第 3号)を交付しなければ

ならない。 

3 委員会は、前項の審査の結果、団体登録をしな

いこととしたときは、その理由を付した書面に

より当該申請をした団体に通知しなければなら 
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ない。 

4 団体登録の期間は、5年間とし、団体登録を受

けた団体(以下「登録団体」という。)が館外利

用をした時点で更新されるものとする。 

5 登録団体は、第 1項に規定する書類を毎年度の

開始後速やかに委員会に提出しなければならな

い。ただし、委員会が提出の必要がないと認め

たときは、この限りでない。 

6 登録団体は、団体登録の期間中において自ら団

体登録を廃止しようとするときは、その旨を委

員会に申し出なければならない。 

7 委員会は、前項の規定による申出があったとき

は、速やかに当該登録団体に係る団体登録を廃

止しなければならない。 

(登録団体の遵守事項) 

第 15 条 登録団体は、次に掲げる事項を遵守しな

ければならない。 

(1) 館外利用をする資料等を善良な管理者の注

意をもって管理すること。 

(2) 館外利用をする資料等を第三者に貸与し、又

は館外利用をした目的以外に使用しないこと。 

(3) その他館外利用に関する委員会の指示に従

うこと。 

(記載事項の変更の届出) 

第 16 条 登録者及び登録団体は、個人登録申請書

又は団体登録申請書に記載した事項に変更があ

ったときは、登録者にあっては個人登録申請書

により、登録団体にあっては春日市民図書館団

体登録変更届出書(様式第 4号)により、速やか

に委員会に届け出なければならない。 

(登録抹消及び再登録の制限) 

第 17 条 委員会は、登録者又は登録団体が次の各

号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、

速やかにその個人登録又は団体登録の抹消(以

下「登録抹消」という。)を行うとともに、登録

抹消をした日から当該各号に掲げる場合の区分

に応じ当該各号に定める期間を経過する日まで

の間(以下「再登録停止期間」という。)は、そ

の再登録を行わないものとする。ただし、委員

会は、当該各号に掲げる場合においてやむを得

ない事情があると認めるときは、登録抹消をし

ないことができる。 

 

(1) 返却期限から 2年を経過してもなお、資料等 

を返却しなかった場合 資料等を返却した日か

ら 60日を経過する日までの間 

(2) 偽りその他不正な手続により個人登録又は

団体登録を受けた場合 1 年 

(3) 第 13条又は第15条に掲げる事項を遵守しな

かった場合その他の場合で、委員会が図書館の

利用の公平性、秩序の維持等のために特に必要

があると認めたとき 委員会が必要と認める期

間 

2 委員会は、前項第 1号の規定により登録抹消を

しようとする場合にあっては春日市民図書館登

録抹消等予告通知書(様式第 5号)により、前項

第 3号の規定により登録抹消をしようとする場

合で必要があると認めるときにあってはその理

由を付した予告通知書により、あらかじめ登録

者又は登録団体に通知するものとする。 

3 委員会は、第 1項の規定により登録抹消をする

ときは、春日市民図書館登録抹消等通知書(様式

第 6号)を登録者又は登録団体に交付するもの

とする。 

4 委員会は、第 1項第 1号の規定により登録抹消

をされたものが資料等を返却したときは、春日

市民図書館再登録停止期間通知書(様式第 7号)

により、再登録停止期間を通知するものとする。 

5 第1項の規定により登録抹消をされたもので再

登録停止期間を経過したものは、館外利用の再

登録の申請をすることができる。 

6 前項の再登録の申請は、個人にあっては第 10

条の規定を、団体にあっては第 14 条の規定をそ

れぞれ準用する。この場合において、第 10 条中

「春日市民図書館個人登録申請書(様式第 1号。

以下「個人登録申請書」という。)」とあるのは

「春日市民図書館個人再登録申請書(様式第 8

号)」とし、第 14 条中「春日市民図書館団体登

録申請書(様式第 2号。以下「団体登録申請書」

という。)」とあるのは「春日市民図書館団体再

登録申請書(様式第 9号)」とする。 

(館外利用の申出等) 

第18条 登録者又は登録団体が館外利用をすると

きは、委員会に対し、その旨を申し出なければ

ならない。この場合において、登録者は利用カ 
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ードを提示しなければならない。 

2 登録者は、前項に規定する場合において、利用

カードを携帯していないときは、春日市民図書

館利用カード忘失利用届(様式第 10号)を委員

会に提出することによって、利用カードの提示

に代えることができる。 

3 委員会は、第 1項の規定による申出があったと

きは、登録者本人又は登録団体の構成員である

ことを確認の上、当該申出をしたものに資料等

を貸し出すことができる。 

(資料等の返却) 

第 19 条 登録者は、返却期限までに図書館又は第

24 条に規定する移動図書館の窓口に貸出しを

受けた資料を返却しなければならない。ただし、

休館日又は閉館時間においては、委員会が設置

する返却ポストへ投入することにより返却する

ことができるものとする。 

2 登録団体は、返却期限までに図書館の窓口に貸

出しを受けた資料等を返却しなければならない。 

3 前 2 項に規定する返却の手続は、職員がその事

実を確認した時点において完了するものとする。 

(返却期限経過後の返却に対する措置等) 

第20条 返却期限を経過してもなお登録者又は登

録団体が資料等を返却しないときは、委員会は

当該資料等の返却を催告するものとする。 

2 委員会は、返却期限を経過して資料等を返却し

た登録者又は登録団体のうち返却期限から 60

日を経過した日以後に返却したものに対し、当

該返却した日から 60 日を経過する日までの間、

当該登録者又は登録団体の館外利用を停止する

ものとする。ただし、委員会が返却の遅延に関

しやむを得ない事情があると認めるときは、こ

の限りでない。 

3 委員会は、前項の規定により館外利用を停止す

るときは、春日市民図書館館外利用停止通知書

(様式第 11号)により、当該登録者又は登録団体

に通知するものとする。 

(代理による手続等) 

第 21 条 委員会は、次に掲げる事情があると認め

る者(第8条第1項第1号アに掲げる者に限る。)

に対し、第 18条第 1項に規定する館外利用の申

出その他の館外利用に係る手続を当該手続に係

る本人と同居する者その他委員会が認める者の

代理により行わせることができる。 

(1) 長期療養又は入院中であり、来館が困難であ

ること。 

(2) 身体に障害があり、来館が困難であること。 

(3) その他代理による手続が必要であると認め

られること。 

2 代理により手続を行おうとする者(以下「代理

申請者」という。)は、春日市民図書館代理手続

承認申請書(様式第 12 号。以下「代理申請書」

という。)に代理を必要とする理由を確認できる

書類その他委員会が必要と認める書類を添付し

て、委員会に提出しなければならない。 

3 委員会は、前項の規定による申請があったとき

は、その内容を審査し、適当と認めるときは、

代理申請者に春日市民図書館代理手続承認通知

書(様式第 13 号。以下「代理承認通知書」とい

う。)を交付するものとする。 

4 委員会は、前項の規定による審査の結果、代理

による手続を承認しないときは、その理由を付

して、書面により代理申請者に通知しなければ

ならない。 

5 代理の期間は、代理承認通知書を交付した日の

属する年度の末日を限度とする。 

6 第 3 項の規定により承認を受けた代理申請者

(以下「代理承認者」という。)又は当該承認に

よりその館外利用に係る手続を代理で行う者

(以下「代理者」という。)は、代理承認通知書

及び代理承認者本人の利用カードを委員会に提

示し、当該承認に係る登録(以下「代理登録」と

いう。)を受けなければならない。この場合にお

いて、代理承認者が個人登録を事前に受けてい

ないときは、併せて個人登録の申請を行うもの

とする。 

7 委員会は、前項の規定による提示を受けたとき

は、速やかに代理登録をするとともに、代理承

認者本人の利用カードに代理登録を承認した旨

を記載するものとする。 

8 代理者は、代理承認者の館外利用に係る手続を

行うときは、当該代理承認者の利用カードを委

員会に提示するものとする。 

9 代理承認者は、代理申請書に記載した事項に変 
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更が生じたときは、新たに第 2項に規定する申

請を行わなければならない。 

(資料の予約等) 

第 22 条 委員会は、既に他のものにより利用中で

ある資料について、登録者からの当該資料に対

する予約を、図書資料については 10 冊、視聴覚

資料については 1点を限度として受け付けるこ

とができる。 

2 委員会は、図書館に所蔵していない資料につい

て、登録者(第 8条第 1項第 1号ア又はイに該当

する者に限る。)が利用を希望するときは、次条

の相互貸借その他の方法(以下「相互貸借等」と

いう。)による当該資料に対する利用の申出を受

け付けることができる。 

3 委員会は、資料の返却、相互貸借等により予約

等を受け付けた資料を利用できることとなった

ときは、当該資料を確保するとともに、当該予

約等をした登録者に通知するものとする。  

4 当該資料の受渡しの期限は、前項の通知の日か

ら起算して 8日以内とする。 

(相互貸借及び特別貸出し) 

第23条 委員会は、図書館法(昭和25年法律第118

号)第3条第4号に規定する相互貸借及び公用又

は調査研究等のための特別貸出しを行うことが

できる。 

(移動図書館) 

第 24 条 委員会は、移動図書館により、市内を巡

回し、又は出張して図書館奉仕を提供するもの

とする。 

2 移動図書館の運営に関し必要な事項について

は、委員会が別に定める。 

(インターネット端末の設置) 

第 24 条の 2 委員会は、利用者の調査研究に資す

るために、インターネット端末を設置する。 

2 インターネット端末の利用に関し必要な事項

については、委員会が別に定める。 

(資料の複製) 

第 25 条 資料の複製は、著作権法(昭和 45 年法律

第 48号)第 31 条に規定する範囲内において、こ

れを行うことができる。 

2 前項の規定にかかわらず、委員会が複製を行う

ことが適当でないと認めた資料については、複

製を行わないものとする。 

3 館内において資料の複製を希望する者は、図書

館が所蔵する資料にあっては春日市民図書館資

料複製申請書(様式第 14号)に、第 23 条の規定

により他の図書館等から借り受けた資料にあっ

ては春日市民図書館借受資料複製申請書(様式

第 15号)に当該資料を添えて委員会に提出し、

その承認を受けなければならない。 

4 複製に要する費用は、当該複製の承認を受けた 

者の負担とする。 

(資料等の紛失届) 

第 26 条 利用者は、資料等を紛失し、又は破損し

たときは、春日市民図書館資料等(紛失・破損)

届(様式第 16 号)により、直ちに委員会に届け出

なければならない。 

(損害賠償) 

第 27 条 利用者は、資料等を紛失し、又は破損し

たときは、その損害を賠償しなければならない。 

2 利用カードを登録者以外の者が使用したこと

によって市に損害が生じたときは、当該登録者

は、当該損害を賠償する責任を負う。ただし、

委員会がやむを得ない事情があると認めるとき

は、この限りでない。 

3 資料等の紛失又は破損に伴う賠償は、当該資料

等と同一の物(次項において「同一品」という。)

を納入する方法で弁償することにより行うもの

とし、これにより難いときは、当該資料等と同

種であって、同等の内容を有し、かつ、その価

格と均衡を失しないと委員会が認める物(次項

において「代品」という。)を納入する方法又は

相当の代価を市が指定する納付書により納入す

る方法で弁償することにより行うものとする。

ただし、著作権法第 38条第 5項の規定に該当す

る視聴覚資料に係る賠償については、相当の代

価を市が指定する納付書により納入する方法に

限る。 

4 委員会は、利用者が前項の規定に基づき、同一

品又は代品を納入する方法で弁償を行ったとき

は、春日市民図書館資料等受領書(様式第 17 号)

を交付しなければならない。 

5 貸出しを受けた資料等を紛失し、又は破損した

登録者又は登録団体が第 3項の規定により弁償

したときは、当該弁償を資料等の返却とみなし

て、第8条第 1項第 2号イ又は第2項第2号イ、
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(３)春日市図書館協議会規則 

(平成 7年 3月 1日教委規則第 2号) 

(趣旨) 

第 1 条 この規則は、春日市ふれあい文化セ

ンター設置条例(平成 6年条例第 15号。以下「条

例」という。)第 11条第 5項の規定に基づき、

春日市図書館協議会(以下「協議会」という。)

の所掌事務及び運営に関し、必要な事項を定め

るものとする。 

(所掌事務) 

第 2 条 協議会は、図書館の運営に関し館長の諮

問に応ずるとともに、図書館の行う図書館奉仕

につき、館長に対して意見を述べるものとする。 

(会長及び副会長) 

第 3 条 協議会に会長及び副会長を置く。 

2 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

3 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

4 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき

又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

(会議) 

第 4 条 会議は、会長が招集する。 

2 協議会は、委員の過半数の出席をもって成立す

る。 

3 会議の議長は、会長が務める。 

4 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可

否同数のときは、議長の決するところによる。 

(庶務) 

第 5 条 協議会の庶務は、春日市民図書館におい

て処理する。 

(補足) 

第 6 条 この規則に定めるもののほか、協議会の

運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮っ

て定める。 

 

附 則  

この規則は、平成 7年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 12年 3月 31 日教委規則第 5号) 抄 

この規則は、平成 12 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 20年 9月 26 日教委規則第 17 号) 抄 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 24年 3月 30 日教委規則第 3号) 

この規則は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 
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第 17条第 1項第 1号及び第 20条第 2項の規定

を適用する。 

(弁償の免除) 

第 28 条 委員会は、登録者又は登録団体(登録抹

消をされたもの及び個人登録又は団体登録を廃

止したものを含む。以下この条において同じ。)

が天災、火災その他本人の責めに帰さない事由

により貸出しを受けた資料等を紛失し、又は破

損したときは、前条の規定による弁償を免除す

ることができる。 

2 前項の場合において、登録者又は登録団体は、

春日市民図書館資料等弁償免除申請書(様式第

18 号)を委員会に提出しなければならない。 

3 委員会は、前項の規定による申請があったとき

は、その内容を審査し、適当と認めるときは、

弁償の免除を決定するとともに、春日市民図書

館資料等弁償免除決定通知書(様式第 19号)を

交付しなければならない。 

4 委員会は、前項の審査の結果、弁償の免除をし

ないこととしたときは、その理由を付した書面

により当該申請をした登録者又は登録団体に通

知しなければならない。 

5 貸出しを受けた資料等を紛失し、又は破損した

登録者又は登録団体が前項の決定を受けたとき

は、当該決定を資料等の返却とみなして、第 8

条第 1項第 2号イ又は第 2項第 2号イ、第 17

条第1項第1号及び第20条第2項の規定を適用

する。 

(図書等の寄贈) 

第 29 条 委員会は、図書館において図書等の寄贈

を受け付けることができる。 

2 図書館に図書等を寄贈しようとする者(以下

「寄贈者」という。)は、春日市民図書館図書等

寄贈申出書(様式第 20 号。以下この項において

「寄贈申出書」という。)を委員会に提出するも

のとする。ただし、委員会が認めるときは、寄

贈申出書の提出を省略することができる。 

3 委員会は、寄贈者の希望により、春日市民図書

館図書等受贈証(様式第 21 号)を寄贈者に交付

することができる。 

4 委員会は、前項の規定により図書等の寄贈の申

出があった場合において、図書館の蔵書の構成

等から判断して必要があると認めるときは、当

該図書等を資料等として登録するものとする。 

5 寄贈に要する経費は、原則として寄贈者の負担

とする。 

(図書等の寄託) 

第 30 条 委員会は、図書館において図書等の寄託

を受け付けることができる。 

2 図書館に図書等を寄託しようとする者(以下

「寄託者」という。)は、春日市民図書館図書等

寄託申出書(様式第 22 号)を委員会に提出する

ものとする。 

3 委員会は、寄託者に対し春日市民図書館図書等

受託証(様式第 23 号)を交付するものとする。 

4 寄託された図書等の取扱いは、図書館に所蔵す

る資料等の取扱いの例による。 

5 寄託された図書等は、寄託者から請求があった

とき、又は委員会が必要と認めたときは、これ

を返還することができる。 

6 寄託に要する経費は、原則として寄託者の負担

とする。 

7 委員会は、寄託された図書等が天災地変その他

やむを得ない事由により紛失し、又は破損した

ときは、その責を負わないものとする。 

(委任) 

第 31 条 この規則に定めるもののほか、図書館の

管理運営に関し必要な事項は、委員会が別に定

める。 

 

附 則 抄 

この規則は、平成 22 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 22年 3月 30 日教委規則第 8号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 23年 2月 2日教委規則第 2号) 

この規則は、平成 23 年 3 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 26年 12 月 26 日教委規則第 7号) 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、

第9条の改正規定及び第24条の次に1条を加え

る改正規定は、平成27年4月1日から施行する。 

附 則(平成 28年 2月 29 日教委規則第 6号) 

この規則は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

 



 

 

交通機関 

交通機関最寄り駅 系統 下車 

コミュニティバス「やよい」 全て 終点ふれあい文化センター 

西鉄春日原駅・ＪＲ春日駅 西鉄バス 1、2 番 「ちくし台」 

西鉄井尻駅・ＪＲ南福岡駅 西鉄バス 45 番 「小倉」 

西鉄大橋駅 西鉄バス 42 番 「一の谷１丁目」 

ＪＲ新幹線博多南駅 西鉄バス 2 番 「ちくし台」 

     _P  駐車場有 

 

 

図書館要覧 
平成２８年度 

発   行  平成２８年７月 

編集・発行  春日市民図書館 

〒816－0831 春日市大谷６丁目２４番地 

TEL (092)584-4646  Fax (092)584-3900 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ http://www./library.city.kasuga.fukuoka.jp 

 

 

 



 ３６ 

(４)春日市子ども読書活動推進連絡会設置要綱 

(平成 21年 12 月 1日教委告示第 14号) 

(設置目的) 

第1条 子どもの読書活動の推進に関する法律(平

成 13年法律第 154 号)第 4 条の規定に基づき、

春日市における子どもの読書活動を推進するた

め、春日市子ども読書活動推進連絡会(以下「連

絡会」という。)を設置する。 

(所掌事務) 

第 2 条 連絡会は、次に掲げる事務を所掌する。 

(1) 春日市子ども読書活動推進計画の進行管理

に関すること。 

(2) 子どもの読書活動に係る調査研究に関する

こと。 

(3) その他春日市における子どもの読書活動の

推進に関すること。 

(委員) 

第 3 条 連絡会の委員は、次に掲げる者のうちか

ら、教育委員会が選出し、依頼する。 

(1) 教育部教務課職員 

(2) 教育部学校教育課職員 

(3) 地域生活部地域づくり課職員 

(4) 健康推進部健康スポーツ課職員 

(5) 春日市立小学校司書教諭 

(6) 春日市立中学校司書教諭 

(7) 春日市立小学校学校司書 

(8) 春日市立中学校学校司書 

(9) 春日市内に所在する幼稚園の教諭 

(10) 春日市立保育所保育士 

(11) 春日市子ども文庫・読書サークル連絡会会

員 

(12) 春日市立学校において学校読書ボランティ

アに携わる者 

(13) その他教育委員会が必要と認める者 

2 委員は、市の非常勤特別職職員としての身分を

有しないものとする。 

(依頼期間) 

第 4 条 委員の依頼期間は、5年以内とする。ただ

し、依頼期間中であっても、必要があるときは、

教育委員会は依頼を解くことができるものとす

る。 

(会長及び副会長) 

第 5 条 連絡会に会長及び副会長を置き、委員の

互選により定める。 

2 会長は、会務を総理する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があると

き、又は会長が欠けたときは、その職務を代理

する。 

(会議) 

第 6 条 連絡会の会議は、会長が招集し、その議

長となる。 

(庶務) 

第 7 条 連絡会の庶務は、教育部社会教育課にお

いて処理する。 

(その他) 

第 8 条 この要綱に定めるもののほか、連絡会の

運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 28 年 2 月 29 日教委告示第 2号） 

この告示は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 
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未来にホン気！ 
 


